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研究成果の概要（和文）：世界貿易機関(WTO)の枠内における様々な分野の規範、とりわけアンチダンピング
（anti-dumping: AD）、補助金相殺関税(countervailing duties: CVD)、原産地規則（rules of origin: ROO）
に対する国際的規律との間の規範的懸隔について、の枠内の規範の運用事例について分析することを通じて、複
数の規範間の相互関係や重複関係について検討し、実証・理論分析の欠缺を埋めるという観点から成果を公表し
た。

研究成果の概要（英文）：We focused on several of the WTO rules such as anti-dumping (AD), subsidies 
and countervailing duties (CVD) and the rules of origin (ROOs) to investigate the normative 
interactions between them within the framework of the World Trade Organization (WTO) Agreement 
system. We took on several distinctive disputes to analyze how these rules relate to one another to 
cast light on impending legal issues. 

研究分野：国際法、国際経済法
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局

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
規範の「迂回」とは、通常とは異なる方法をとることでもって当該規範の適用を免れ、もって当該規範の目的と
機能を損なう行為を指す。これを無制約に許せば、規範の実効性が損なわれることになる。他方で、人為的な操
作を加えたり通常とは異なる方法をとったりする点を除けば少なくとも形式的には適法な行為である以上、それ
に対する過剰規制を避ける必要もある。このような意味において、「迂回」をどのように規律するかは国際法と
国内法に共通する難問であることを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 規範の「迂回」とは、通常とは異なる方法をとることでもって当該規範の適用を免れ、もって
当該規範の目的と機能を損なう行為を指す。この点で、当該規範の「違反」とは異なる。また、
一見すると「違反」にならないように見えても実質において規範に反する行為（「隠れた違反」）
とも異なる。 
「迂回」行為を無制約に許せば、規範の実効性が損なわれることになる。他方で、人為的な操
作を加えたり通常とは異なる方法をとったりする点を除けば少なくとも形式的には適法な行為
である以上、それに対する過剰規制を避ける必要もある。このような意味において、「迂回」を
どのように規律するかは国際法と国内法に共通する難問である。 
 本研究課題においては、アンチダンピング（AD）に対する国際的規律と原産地規則（ROO）
に対する国際的規律との間の規範的懸隔について、実証・理論分析の欠缺を埋めるという観点か
ら基礎的分析を行い、その成果を公表した。AD措置は、個々の不公正貿易に対抗する特殊関税
として個別性を本質とする。他方で、ROOは、日常的に通関業務で適用される予測可能な規則
として一般性を本質とする。しかし、近年、AD「迂回防止」措置の取扱いをめぐって、AD と
ROOの緊張関係が顕在化している。特に問題となるのは、産品の原産国を人為的に操作するこ
とで AD措置の適用を免れようとする「迂回」行為の取扱いである。AD措置を発動しても、生
産ラインや部品を変更する等の軽微な操作でもって容易にその適用を免れることができること
となれば、その効果は大きく損なわれる。そのため、米国や EU は、迂回行為を抑止するため
に、当初設定した範囲外の行為にまで既存 AD措置を拡大適用するという「迂回防止」措置を正
当だと主張する。 
 特に米国は、近年、迂回調査を行うための特別の ROO を作って適用し始めた。その理由は、
一般的な ROO を用いれば、「迂回防止」措置をさらに迂回するような生産ラインや貿易経路が
利用される恐れがあるからだという。このような ROOを採用するか否かは、各国の ADと ROO
の制度設計に依存する。しかし、仮に各国国内法上は合法でも、それが区々であれば、国際貿易
を阻害する。のみならず、ADと ROOそれぞれの分野における国際規律の実効性を損なう恐れ
もある。では WTO で対応できるかと言えば、その実効性には疑問符が付く。このような多元
的・多段階的な制度間調整を行うための選択肢を示すことが、本研究の問題意識である。 
 
 
２．研究の目的 
 
 国家は、国内法令を操作することによって国際義務を「迂回」しようとする主体である一方で、
私人による国内法令・行政措置の「迂回」を抑止しようとする主体でもある。そこで、国際レベ
ルと国内レベルにおける国家の法的整合性という観点から、「迂回」の規律についての立体的な
バランスの取り方を示そうとした。具体的には、国家がWTO 協定を実施するにあたって、「迂
回防止」措置を取る行為と、国際義務を「迂回」する行為との間の規範的緊張関係について分析
する。この作業によって、とりわけアンチダンピング措置及びそれと関連する分野における通商
法における「迂回」概念の分析枠組みと法的対応策について再構成しようとした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 文献研究および理論研究を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
 規範の「迂回」とは、通常とは異なる方法をとることでもって当該規範の適用を免れ、もって
当該規範の目的と機能を損なう行為を指す。これを無制約に許せば、規範の実効性が損なわれる
ことになる。他方で、人為的な操作を加えたり通常とは異なる方法をとったりする点を除けば少
なくとも形式的には適法な行為である以上、それに対する過剰規制を避ける必要もある。このよ
うな意味において、「迂回」をどのように規律するかは国際法と国内法に共通する難問であるこ
とを明らかにした。 
 中でも、2019 年度は、基盤的分析として、米国のアンチダンピング制度の運用における原産
地規則の位置づけについて分析した。また、米国の WTO 政策と FTA 政策との間の相互関係や、米
加間貿易をめぐる問題について整理することにも手を広げた。しかし、2020 年度以降は、分析
の射程がごく限定されたものとなった。2020 年度は、北極海航路をめぐって中国等による船舶
建造補助金の利用の仕方が輸出補助金規律との関係でどのような問題を提起しているかの分析



に注力した。2021 年度は、再び米国の通商法運用をめぐる問題に立ち返って分析した。 
研究成果の発表方法としては、国際・国内学会での研究発表（詳細は後掲）とその際の質疑応
答によって国内外に問題提起を行い、論文（詳細は後掲）によって学術的成果を公表した。ただ
し、2020 年初頭からのコロナ禍の影響を受け、2020 年度以降の研究は大きな困難に直面した。
とりわけ、学会発表等の形での成果公表が低調となったのは否めない。 
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